
２級 解答・解説 
第１問（20点） 

解 答 

仕 訳

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

１ 
普 通 預 金 588,000 売 掛 金 

為 替 差 損 益 

560,000 

28,000 
Ａ 

２ 
法人税、住民税及び事業税 403,200 仮 払 法 人 税 等 

未 払 法 人 税 等 

224,000 

179,200 
Ａ 

３ 
未 収 入 金 

有 価 証 券 売 却 損 

952,000 

28,000 

売買目的有価証券 980,000 
Ｂ

４ 
当 座 預 金 

役 務 原 価 

784,000 

407,680 

役 務 収 益 

仕 掛 品

784,000 

407,680 
Ａ

５ 
研 究 開 発 費 819,000 当 座 預 金 

未 払 金

546,000 

273,000 
Ａ 

仕訳１組につき４点 合計20点 
Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

２．課税所得の算定

税引前当期純利益が判明した。ただし、減価償却費の損金不算入額がある。税率を

30％として、法人税、住民税及び事業税に計上する。中間申告の際に、前年度の納付

税額の合計の50％を現金で納付している。 

Point
損金不算入額があると

いうことは、税法上、

損金算入が認められて

いない。 

税引前当期純利益に損

金不算入額を加算して

課税所得（税法上の利

益）を求める。 

中間申告の際、仮払法

人税等勘定で処理して

いる。 

中間申告時：処理済

（ 仮 払 法 人 税 等 ） 224,000 ＊１ （ 現 金 ） 224,000 

決算時：本問

（ 法人税、住民税及び事業税 ） 403,200 ＊２ （ 仮 払 法 人 税 等 ） 224,000 

（ 未 払 法 人 税 等 ） 179,200 ＊３ 

＊１ ￥448,000×50％＝￥224,000 

＊２ ￥1,120,000＋￥224,000＝￥1,344,000（課税所得）

￥1,344,000×30％＝￥403,200 

＊３ ￥403,200－￥224,000＝￥179,200 

３．有価証券の売却

売買目的で所有していた株式を売却し、代金は普通預金口座に振り込まれることに

なった。この株式は前年度に購入したものであり、時価法（切り放し法）で処理して

いる。

Point
代金はまだ振り込まれ

ていないので、未収入

金勘定で処理する。 

時価法（切り放し法）

で処理しているので、

帳簿価額は前期末の時

価となる。 

（ 未 収 入 金 ） 952,000 ＊１ （ 売買目的有価証券 ） 980,000 ＊２ 

（ 有 価 証 券 売 却 損 ） 28,000 ＊３ 

＊１ ＠￥680×1,400株＝￥952,000（売却価額）

＊２ ＠￥700×1,400株＝￥980,000（帳簿価額） 

＊３ ￥952,000－￥980,000＝△￥28,000（売却損） 
売却価額 帳簿価額 

４．役務収益・役務原価

役務の提供が完了し、対価が当座預金口座に振り込まれた。役務収益の発生に伴い、

対応する役務原価を計上する。役務原価となる給料および出張旅費の支払額は、仕掛

品勘定に振り替えている。

Point
役務の提供が完了する

まで、当該案件のため

に直接、費やされたも

のは仕掛品勘定に振り

替えている。 

役務原価となる金額を

仕掛品勘定から役務原

価勘定に振り替える。 給料および出張旅費の支払時：処理済

（ 給 料 ） 313,600 （ 現 金 等 ） 407,680 

（ 旅 費 交 通 費 ） 94,080 

仕掛品勘定への振替え：処理済

（ 仕 掛 品 ） 407,680 ＊ （ 給 料 ） 313,600 

（ 旅 費 交 通 費 ） 94,080 

役務提供の完了時：本問

（ 当 座 預 金 ） 784,000 （ 役 務 収 益 ） 784,000 

（ 役 務 原 価 ） 407,680 （ 仕 掛 品 ） 407,680 

 ＊ ￥313,600＋￥94,080＝￥407,680 
給料 出張旅費 

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略
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第２問（20点） 

解 答 

問１ ￥ ★ 55,720

問２ ￥ Ａ ★ 288,750

問３ ￥ Ａ ★ 210,000

問４ ￥ Ａ ★ 350,000

問５ ￥ Ｂ ★ 630,000

★ １つにつき４点 合計20点
Ａ：確実に正解したい  

Ｂ：できれば正解したい 

０：資料からの数値変更なし 

：難易度高いため、後回し 



第３問（20点） 

解 答 

損 益 計 算 書 

 自平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 (単位：円) 

① Ⅰ 売 上 高      ( Ａ★ 1,960,000 )

Ⅱ 売 上 原 価  

⑥ １．期 首 商 品 棚 卸 高  ( ０ 43,400 ) 

⑦ ２．当 期 商 品 仕 入 高  ( ０   1,008,000 ) 

合 計  ( 1,051,400 ) 

⑧ ３．期 末 商 品 棚 卸 高  ( Ｂ 79,100 ) 

差 引  ( 972,300 ) 

⑨ ４．棚 卸 減 耗 損 ( Ａ 3,500 )  ( 975,800 ) 

(売 上 総 利 益)  ( 984,200 ) 

  Ⅲ 販売費及び一般管理費 

⑪   １．給 料  ( Ａ 282,800 ) 

⑫   ２．保 険 料  ( Ａ★ 37,800 )

② ３．(支 払 リ ー ス 料)  ( Ａ★ 21,700 )

⑩ ４．減 価 償 却 費 ( Ｂ★ 132,440 )

③ ５．貸 倒 引 当 金 繰 入  ( Ａ★ 1,260 )  ( 476,000 ) 

(営  業  利  益)  ( 508,200 ) 

  Ⅳ 営 業 外 収 益 

⑤ １．有 価 証 券 利 息 ( Ｂ★ 2,800 )

④ ２．有 価 証 券 評 価 益  ( Ａ★ 4,900 )

⑭ ３．受 取 利 息  ( Ａ★ 2,100 )  ( 9,800 ) 

Ⅴ 営 業 外 費 用 

⑮ １．支 払 利 息  ( Ａ 16,100 ) 

⑬ ２．(貸 倒 引 当 金 繰 入)  ( Ａ★ 4,200 )  ( 20,300 ) 

(経  常  利  益)  ( 497,700 ) 

  Ⅵ 特 別 利 益 

   １．固 定 資 産 売 却 益  ( ０ 6,860 ) 

  Ⅶ 特 別 損 失 

  １．災 害 損 失   ( ０ 14,560 ) 

 税 引 前 当期 純 利 益  ( 490,000 ) 

⑯ 法人税、住民税及び事業税  ( ０ 158,760 ) 

⑰ 法 人 税 等 調 整 額  ( △Ａ★ 11,760 )  ( 147,000 ) 

⑱ (当 期 純 利 益)  (    343,000 ) 

★ １つにつき２点 合計20点
Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

建物（店舗・倉庫）の減価償却（間接法を前提）

（ 減 価 償 却 費 ） 210,000 ＊１ （ 建物減価償却累計額 ） 210,000 

Point
ソフトウェアは、使用

開始時から当期末まで

の期間を償却すること

になるので、当期の経

過月数は10か月とな

る。 

リース資産は、リース

契約時から当期末まで

の期間を償却すること

になるので、当期の経

過月数は６か月とな

る。 

＊１ 店舗分：￥2,800,000×0.9÷20年＝￥126,000 

倉庫分：￥840,000÷10年＝￥84,000 

    総 額：￥126,000＋￥84,000＝￥210,000 

ソフトウェアの償却

（ ソフトウェア償却 ） 350,000 ＊２ （ ソ フ ト ウ ェ ア ） 350,000 

＊２ ￥2,100,000÷５年× 
10か月

12か月
 ＝￥350,000 

リース資産の減価償却（間接法を前提） 

（ 減 価 償 却 費 ） 70,000 ＊３ （ リース資産減価償却累計額 ） 70,000 

＊３ ￥700,000÷５年× 
６か月

12か月
 ＝￥70,000 

車両運搬具の減価償却（間接法を前提） 

（ 減 価 償 却 費 ） 52,920 ＊４ （ 車両運搬具減価償却累計額 ） 52,920 

＊４ ￥1,960,000×0.9× 
3,000km

100,000km
 ＝￥52,920

建物の減価償却費の総額：￥210,000 … 問３ 

ソフトウェアの償却額：￥350,000 … 問４ 

減価償却
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貸借対照表（答案用紙）

貸 借 対 照 表 
平成30年３月31日

( 単位：円 )

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

現 金 預 金  ( ) 電子記録債務 ( ) 

電子記録債権 ( ) 買 掛 金 ( ) 

売 掛 金 ( ) 未払法人税等 ( ) 

貸 倒 引 当 金 ( ) ( ) 未 払 費 用 ( ) 

有 価 証 券  ( ) 流動負債合計 ( ) 

商 品  ( ) Ⅱ 固 定 負 債

前 払 費 用  ( ) 長 期 借 入 金 ( ) 

未 収 収 益  ( ) 固定負債合計 ( ) 

短 期 貸 付 金 ( ) 負 債 合 計 ( ) 

貸 倒 引 当 金 ( ) ( ) 純 資 産 の 部

流動資産合計  ( ) Ⅰ 株 主 資 本

Ⅱ 固 定 資 産 資 本 金 ( ) 

有 形 固 定 資 産 利 益 剰 余 金

建 物 ( ) 利 益 準 備 金 ( )

減価償却累計額 ( ) ( ) 繰越利益剰余金  ( ) ( ) 

備 品 ( ) 純 資 産 合 計  ( ) 

減価償却累計額 ( ) ( )

有形固定資産合計  ( )

投資その他の資産

投資有価証券  ( )

繰延税金資産  ( )

投資その他の資産合計  ( )

固定資産合計  ( )

資 産 合 計  ( ) 負債及び純資産合計  ( ) 

第４問（20点） 

解 答 

問１ 

 製 造 原 価 報 告 書 (単位：円) 

Ⅰ 直 接 材 料 費 ( Ａ★ 469,000 )

Ⅱ 直 接 労 務 費  ( Ａ★ 151,200 )

Ⅲ 製 造 間 接 費 

間 接 材 料 費 ( ０ 105,000 ) 

間 接 労 務 費 ( ０ 280,000 ) 

間 接 経 費 ( ０ 630,000 ) 

合 計 ( 1,015,000 ) 

製造間接費配賦差異 ( Ｂ  70,000 ) ( Ｂ★ 945,000 )

当 月 総 製 造 費 用  ( 1,565,200 ) 

月 初 仕 掛 品 原 価  ( Ａ★ 496,300 )

合 計 ( 2,061,500 ) 

月 末 仕 掛 品 原 価  ( Ａ★ 397,600 )

当月製品製造原価 ( 1,663,900 ) 

 月 次 損 益 計 算 書 (単位：円) 

Ⅰ 売 上 高 4,060,700 

Ⅱ 売 上 原 価 

月 初 製 品 有 高 ( Ａ★ 819,000 )

当月製品製造原価 ( Ｂ★ 1,663,900 )

合 計 ( 2,482,900 ) 

月 末 製 品 有 高 ( Ａ★ 592,200 )

原 価 差 異 ( Ｂ 70,000 ) ( 1,960,700 ) 

売 上 総 利 益  ( 2,100,000 ) 

(以下略) 

問２ 

予 算 差 異 Ｂ★ 7,000 円 ( 有利差異  ・ 不利差異 ) 

操 業 度 差 異 Ｂ★ 63,000 円 ( 有利差異  ・ 不利差異 ) 

（ 有利差異 ・ 不利差異 ）のいずれかを〇で囲みなさい。 

★ １つにつき２点

合計20点 
Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

実際発生額

予定配賦額



各製造指図書の状況の把握

仕 掛 品 製 品

月初 完成 月初 販売

＃202 ＃202 ＃201 ＃201

当月 ＃203 完成 ＃202

＃203 月末 ＃202 月末

＃204 ＃204 ＃203 ＃203

Point
＃202-2は＃202の補修

のための製造指図書と

なるため、＃202の製造

原価に含めることにな

る。 

製造原価報告書および月次損益計算書の作成

原 価 計 算 表 （単位：円）

＃202 ＃202-2 ＃203 ＃204 合 計

月初仕掛品 496,300 － － － 496,300

直接材料費 175,000 35,000 105,000 154,000 469,000

直接労務費 42,000 8,400 67,200 33,600 151,200

製造間接費 262,500 52,500 420,000 210,000 945,000

合 計 975,800 95,900 592,200 397,600 2,061,500

備 考 完成・販売 ＃202へ賦課 完成・未販売 月末仕掛中 ― 

Point
製造間接費の予定配賦

率＝年間の製造間接費

予算額÷年間の正常直

接作業時間 

＃201は３月に完成し

ているので、４月の製

造原価報告書に影響し

ない。 

製造原価報告書の直接

材料費・直接労務費・

製造間接費は、４月に

発生した金額を記入す

るため、３月に発生し

た＃202の金額は含め

ないことに注意する。 

３月に発生した＃202

の金額は月初仕掛品原

価に記入する。 

製造原価報告書の製造

間接費は、実際発生額

から配賦差異を加減し

て予定配賦額となるよ

うに記入する。 

製造間接費 

実際発生額 

↓配賦差異を加減 

予定配賦額 

本問の場合、実際発生

額から配賦差異を差し

引くことになる。 

不利差異の場合、指示

がない限り「△」を記

入する必要はない。 

製造原価報告書で配賦

差異の金額を減算して

いるため、実際の原価

より少なくなってい

る。そのため、月次損

益計算書の売上原価に

配賦差異（原価差異）

を加算することで調整

していると考える。 

直接労務費 予定平均賃率：1,200円/時間 

1,200円/時間×35時間＝42,000円（＃202） 

1,200円/時間× 7時間＝ 8,400円（＃202-2） 

1,200円/時間×56時間＝67,200円（＃203） 

1,200円/時間×28時間＝33,600円（＃204） 

製造間接費（予定配賦額） 予定配賦率：7,500円/時間（＝12,600,000円÷1,680時間） 

7,500円/時間×35時間＝262,500円（＃202） 

7,500円/時間× 7時間＝ 52,500円（＃202-2） 

7,500円/時間×56時間＝420,000円（＃203） 

7,500円/時間×28時間＝210,000円（＃204） 

月末仕掛品（＃204の製造原価）：397,600円 

月初仕掛品（３月に発生した＃202の製造原価） 

直接材料費： 70,000円 

直接労務費： 58,800円（＝1,200円/時間×49時間） 

製造間接費：367,500円（＝7,500円/時間×49時間） 

 合 計  496,300円 

月末製品有高（＃203の製造原価）：592,200円 

月初製品有高（３月に発生した＃201の製造原価） 

直接材料費：210,000円 

直接労務費： 84,000円（＝1,200円/時間×70時間） 

製造間接費：525,000円（＝7,500円/時間×70時間） 

 合 計  819,000円 

製造原価報告書

直接材料費：469,000円

直接労務費：151,200円

製造間接費 

実際発生額：105,000円＋280,000円＋630,000円＝1,015,000円
間接材料費 間接労務費 間接経費 

予定配賦額：945,000円

配賦差異：945,000円－1,015,000円＝△70,000円（不利差異）

月初仕掛品原価：496,300円

月末仕掛品原価：397,600円 

損益計算書

月初製品有高：819,000円

月末製品有高：592,200円 

原価差異：70,000円 

Step 2

Step 1
第５問（20点） 

解 答 

問１ 

製造間接費当月標準配賦額 Ａ ★ 950,600 円

問２ 

製 造 間 接 費 総 差 異 Ａ ★ 15,400 円 （ 借 ）

問３ 

予 算 差 異 Ａ ☆ 7,000 円 （ 貸 ）

能 率 差 異 Ａ ☆ 9,800 円 （ 借 ）

操 業 度 差 異 Ａ ☆ 12,600 円 （ 借 ）

問４ 

予 算 差 異 Ａ ☆ 7,000 円 （ 貸 ）

能 率 差 異 Ｂ ★ 3,500 円 （ 借 ）

操 業 度 差 異 Ｂ ★ 18,900 円 （ 借 ）

（注）（ ）内には、借方差異ならば「借」、貸方差異ならば「貸」と記入すること。 

★ １つにつき３点

☆ １つにつき２点

合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 
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